
平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(14,500) (14,500) (11,600)

0 0 0

＜14,500＞ ＜14,500＞ ＜11,600＞

(7,000) (7,000) (5,600)

0 0 0

＜7,000＞ ＜7,000＞ ＜5,600＞

(32,000) (32,000) (25,600)

0 0 0

＜32,000＞ ＜32,000＞ ＜25,600＞

(253,020) (253,020) (221,392)

0 0 0

＜253,020＞ ＜253,020＞ ＜221,392＞

(275,400) (275,400) (240,975)

0 0 0

＜275,400＞ ＜275,400＞ ＜240,975＞

(6,750) (6,750) (5,906)

0 0 0

＜6,750＞ ＜6,750＞ ＜5,906＞

(390) (390) (292)

0 0 0

＜390＞ ＜390＞ ＜292＞

(655,000) (655,000) (491,250)

0 0 0

＜655,000＞ ＜655,000＞ ＜491,250＞

(14,000) (14,000) (10,500)

0 0 0

＜14,000＞ ＜14,000＞ ＜10,500＞

【他事業へ流用】（平成28年1月29日）
流用先：D-4-16災害公営住宅整備事業（崎浜団地）
流用額：89,429千円（国費：H23補正予算78,250千円）
流用後交付対象事業費：185,971千円（国費：162,725千
円）
【他事業へ流用】（平成29年1月19日）
流用先：D-1-17道路新設・改良事業（中赤崎地区）
流用額：62,527千円（国費：H23補正予算54,711千円）
流用後交付対象事業費：123,444千円（国費：108,014千
円）

【他事業へ流用】（平成28年5月19日）
流用先：D-4-20災害公営住宅整備事業（区画整理地区）
流用額：84,992千円（国費：H23補正予算74,368千円）
流用後交付対象事業費：168,578千円（国費：147,505千
円）
【他事業へ流用】（平成29年1月19日）
流用先：D-1-17道路新設・改良事業（中赤崎地区）
流用額：693千円（国費：H23補正予算606千円）
流用後交付対象事業費：167,885千円（国費：146,899千
円）

（様式１－４）

大船渡市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和2年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 3/5

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 市  直接 3/5

5   D  -       1  -     2

    1    道路新設・改良事業（永沢線）  大船渡  市4   D  -       1

  道路新設・改良事業（沢田宮野線）  赤崎  市  市

 災害公営住宅整備事業（明神前団地(災））  大船渡  市  市  直接 3/4

3/5

7   D  -       4  -     1   

  道路新設・改良事業（吉浜漁港線）  吉浜  市  市  直接6   D  -       1  -     3  

10   D  -       5  -     1

    3  9   D  -       4  -

 -       6  -     1  

 

 市  直接 3/4  災害公営住宅整備事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・猪川・日頃
市・綾里・越喜

来

 市

 直接 3/4  災害公営住宅家賃低廉化事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・猪川・日頃
市・綾里・越喜

来

 市  市

 土地区画整理事業（都市再生事業計画案作成事
業）

 大船渡  市  市  直接 1/2

1/2

12   D  -     17  -     1   

  東日本大震災特別家賃低減事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・猪川・日頃
市・綾里・越喜

来

 市  市  直接11   D

 市  直接 1/2    1   
 大船渡地区都市防災推進事業（都市防災総合推
進事業）

 大船渡  市13   D  -     20  -



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

大船渡市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和2年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(476,850) (476,850) (357,637)

0 0 0

＜476,850＞ ＜476,850＞ ＜357,637＞

(315,045) (315,045) (275,664)

0 0 0

＜315,045＞ ＜315,045＞ ＜275,664＞

(443,510) (443,510) (388,071)

0 0 0

＜443,510＞ ＜443,510＞ ＜388,071＞

(704,717) (704,717) (616,627)

0 0 0

＜704,717＞ ＜704,717＞ ＜616,627＞

(534,600) (534,600) (467,775)

0 0 0

＜534,600＞ ＜534,600＞ ＜467,775＞

【他事業へ流用】（令和２年1月10日）
流用先：D-5-1災害公営住宅低廉化事業
流用額：286,357千円（国費：H23繰越予算214,767千円）
流用後交付対象事業費：234,806千円（国費：176,104千
円）

【他事業へ流用】平成30年10月10日
流用先：◆D-17-2-3被災市街地復興土地区画整理効果
促進（換地設計、がれき撤去、下水道整備）事業
流用額：69,437千円（国費：Ｈ23補正予算60,757千円）
流用後交付対象事業費：245,608千円（国費：214,907千
円）

【他事業へ流用】（令和２年1月10日）
流用先：D-5-1災害公営住宅低廉化事業
流用額：5,052千円（国費：H23補正予算4,420千円）
流用後交付対象事業費：240,556千円（国費：210,487千
円）

【他事業へ流用】平成30年10月10日
流用先：◆D-17-2-3被災市街地復興土地区画整理効果
促進（換地設計、がれき撤去、下水道整備）事業
流用額：17,594千円（国費：Ｈ23補正予算15,394千円）
流用後交付対象事業費：425,916千円（国費：372,677千
円）

【他事業へ流用】（令和２年1月10日）
流用先：D-5-1災害公営住宅低廉化事業
流用額：1,031千円（国費：H23補正予算902千円）
流用後交付対象事業費：424,885千円（国費：371,775千
円）

【他事業へ流用】（平成28年1月29日）
流用先：D-23-11防災集団移転促進事業（峰岸地区）
流用額：〔H26〕155,718千円（国費：136,253千円）【移転先
住宅建築等助成費等】
【他事業へ流用】（平成28年1月29日）
流用先：D-23-21防災集団移転促進事業（浦浜仲・西地
区）
流用額：〔H26〕102,217千円（国費：89,439千円）【移転先
住宅建築等助成費等】
計257,934円（国費：H23補正予算225,692千円）
流用後交付対象事業費：446,783千円（国費390,935千
円）

【他事業へ流用】（平成28年5月19日）
流用先：D-23-13防災集団移転促進事業（神坂地区）
流用額：〔H25〕66,239千円（国費：Ｈ23補正予算57,959千
円）【移転先住宅建築等助成費等】
流用後交付対象事業費：380,544千円（国費：332,976千
円）

【他事業へ流用】（令和２年1月10日）
流用先：D-5-1災害公営住宅低廉化事業
流用額：934千円（国費：H23補正予算817千円）
流用後交付対象事業費：379,610千円（国費：332,159千
円）

 14   D  -     23  -     1   防災集団移転促進事業（事業計画策定費）
 末崎・綾里・越
喜来・赤崎・大

船渡
 市  市  直接 1/2

 防災集団移転促進事業（門之浜地区）  末崎  市  市  直接 3/4

3/4

16   D  -     23  -     3   

  防災集団移転促進事業（小細浦地区）  末崎  市  市  直接15   D  -     23  -     2  

18   D  -     23  -     5

    4  17   D  -     23  -

 

 市  直接 3/4  防災集団移転促進事業（田浜地区）  綾里  市

 直接 3/4  防災集団移転促進事業（崎浜地区）  越喜来  市  市



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

大船渡市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和2年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(7,000) (7,000) (5,600)

0 0 0

＜7,000＞ ＜7,000＞ ＜5,600＞

(11,000) (11,000) (8,800)

0 0 0

＜11,000＞ ＜11,000＞ ＜8,800＞

(4,250) (4,250) (3,400)

0 0 0

＜4,250＞ ＜4,250＞ ＜3,400＞

(3,000) (3,000) (2,400)

0 0 0

＜3,000＞ ＜3,000＞ ＜2,400＞

(1,380,000) (1,380,000) (1,207,500)

0 0 0

＜1,380,000＞ ＜1,380,000＞ ＜1,207,500＞

(1,150,000) (1,150,000) (1,006,250)

0 0 0

＜1,150,000＞ ＜1,150,000＞ ＜1,006,250＞

(230,000) (230,000) (201,250)

0 0 0

＜230,000＞ ＜230,000＞ ＜201,250＞

(75,000) (75,000) (65,625)

0 0 0

＜75,000＞ ＜75,000＞ ＜65,625＞

(12,060) (12,060) (10,552)

0 0 0

＜12,060＞ ＜12,060＞ ＜10,552＞

【他事業へ流用】（令和２年1月10日）
流用先：D-5-1災害公営住宅低廉化事業
流用額：3,893千円（国費：H23補正予算3,114千円）
流用後交付対象事業費：7,107千円（国費：5,686千円）

【他事業へ流用】（令和元年5月10日）
流用先：陸前高田市D-1-2まちづくり連携道路整備事業（（仮）
今泉大橋）
流用額：[H24]75,000千円（国費：65,625千円）
流用後交付対象事業費：0千円（国費：0千円）

【他事業へ流用】（平成29年1月19日）
流用先：D-1-17道路新設・改良事業（中赤崎地区）
流用額：224千円（国費：H23補正予算179千円）
流用後交付対象事業費：6,776千円（国費：5,421千円）

 -       1  -     1  -

 防災行政無線整備事業

 大船渡・末崎・
赤崎・蛸ノ浦・
綾里・越喜来・

吉浜

 市  市  直接 4/5

4/5

20  ◆  D  -       1  -     1  -   2

  1  避難誘導標識等設置事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・綾里・越喜

来・吉浜

 市  市  直接19  ◆  D

 -

 市  直接 4/5

22  ◆  D  -       4  -     1

    1  -   1  防犯灯整備事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・猪川・立

根・日頃市・綾
里・越喜来・吉

浜

 市21  ◆  D  -       3

  1  災害公営住宅駐車場整備事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・綾里・越喜

来

 市  市

 -

 直接 4/5

 災害公営住宅整備事業  末崎  県  県  直接 3/4

3/4

27   D  -       4  -     5   

  災害公営住宅整備事業  大船渡  県  県  直接26   D  -       4  -     4  

29   D  -       4  -     7

    6  28   D  -       4  -

 -       5  -     2  

 

 県  直接 3/4  災害公営住宅整備事業  綾里  県

 直接 3/4  災害復興型地域優良賃貸住宅整備事業  大船渡市  県  県

3/4  災害公営住宅家賃低廉化事業  大船渡市  県  県  直接30   D

【他事業へ流用】（平成29年1月19日）
流用先：D-5-2　災害公営住宅家賃低廉化事業
流用額：[H25]240,127千円(国費：210,111千円)
流用先：D-6-2　東日本大震災特別家賃低減事業
流用額：[H25]36,192千円(国費：31,668千円)
流用先：D-1-5　まちづくり連携道路整備事業（（主）越喜来）
流用額：[H25]91,408千円(国費：79,982千円)
流用先：D-1-6　まちづくり連携道路整備事業（（一）越喜来）
流用額：[H25]102,050千円(国費：H23補正予算89,293千円)
流用先：D-1-7　まちづくり連携道路整備事業（船河原）
流用額：[H25]230,698千円(国費：201,860千円)
流用先：D-1-25　まちづくり連携道路整備事業（赤崎）
流用額：[H25]81,086千円(国費：70,950千円)
流用後交付対象事業費：1,324,089千円(国費：1,158,579千円)



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

大船渡市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和2年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(2,160) (2,160) (1,620)

0 0 0

＜2,160＞ ＜2,160＞ ＜1,620＞

(39,000) (39,000) (31,200)

0 0 0

＜39,000＞ ＜39,000＞ ＜31,200＞

(140,000) (140,000) (112,000)

0 0 0

＜140,000＞ ＜140,000＞ ＜112,000＞

(24,000) (24,000) (19,200)

0 0 0

＜24,000＞ ＜24,000＞ ＜19,200＞

(1,000) (1,000) (800)

0 0 0

＜1,000＞ ＜1,000＞ ＜800＞

(10,000) (10,000) (8,000)

0 0 0

＜10,000＞ ＜10,000＞ ＜8,000＞

(13,760) (13,760) (10,320)

0 0 0

＜13,760＞ ＜13,760＞ ＜10,320＞

(38,818) (38,818) (33,965)

0 0 0

＜38,818＞ ＜38,818＞ ＜33,965＞

(40,000) (40,000) (32,000)

0 0 0

＜40,000＞ ＜40,000＞ ＜32,000＞

(6,930) (6,930) (5,544)

0 0 0

＜6,930＞ ＜6,930＞ ＜5,544＞

(30,000) (30,000) (24,750)

0 0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜24,750＞

【他事業へ流用】（平成29年1月19日）
流用先：D-1-17道路新設・改良事業（中赤崎地区）
流用額：210千円（国費：H23繰越予算168千円）
流用後交付対象事業費：6,720千円（国費：5,376千円）

 D  -       4  -     1  -   2

 -     6    防災集団移転促進事業（泊地区）  越喜来  市  市  直接

 災害公営住宅敷地整備事業（既存建物解体）  大船渡  市  市  直接 4/5

47   D  -       1  -     5    まちづくり連携道路整備事業
 （主）大船渡綾
里三陸線　越

喜来
 県  県  直接 2/3

44  ◆

 東日本大震災特別家賃低減事業  大船渡市  県  県  直接 1/2

4/5

31   D  -       6  -     2   

 -     4  -

 -

 県  直接 4/5

33  ◆  D  -       1  -     5

    5  -   1  まちづくり連携道路調査事業（道路）  大船渡市  県32  ◆  D  -       1

  2  まちづくり連携道路調査事業（街路）  大船渡市  県  県

 -

 直接

 大船渡、盛、
末崎、赤崎、綾
里、越喜来、吉

浜

 市  市  直接 4/5

 県営住宅システム改修事業  大船渡市  県  県  直接 4/5

4/5

35  ◆  D  -       4  -     4  -   2

  1  災害公営住宅駐車場整備事業  大船渡市  県  県  直接34  ◆  D  -       4

43  ◆  D  -       1  -     1

 市  直接 3/5

41   D  -     21  -     1

    4    道路新設・改良事業(小細浦中野線)  末崎  市40   D  -       1  -

 -   4  復興まちづくり道路等修繕事業

【他事業へ流用】（平成29年1月19日）
流用先：D-1-7　まちづくり連携道路整備事業（船河原）
流用額：36,008千円(国費：28,806千円)
流用後交付対象事業費：2,992千円(国費：2,394千円)

【他事業へ流用】（平成29年1月19日）
流用先：D-1-7　まちづくり連携道路整備事業（船河原）
流用額：121,474千円(国費：97,179千円)
流用後交付対象事業費：18,526千円(国費：14,821千円)

【他事業へ流用】（平成24年10月1日）
流用先：◆D-4-4-2県営住宅システム改修事業
流用額：［H24］330千円（264千円）
流用後交付対象事業費：81,750千円（国費65,400千
円）

【他事業より流用】（平成24年10月1日）
流用元：◆D-4-4-1災害公営住宅駐車場整備事業
流用額：［H24］330千円（264千円）
流用後交付対象事業費：1,330千円（国費1,064千
円）

 直接 1/2   公共下水道整備事業（盛川左岸幹線）  赤崎  市  市

42   D  -     23 3/4



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

大船渡市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和2年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(30,000) (30,000) (24,750)

0 0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜24,750＞

(50,000) (50,000) (41,250)

0 0 0

＜50,000＞ ＜50,000＞ ＜41,250＞

(50,000) (50,000) (41,250)

0 0 0

＜50,000＞ ＜50,000＞ ＜41,250＞

(3,627,494) (3,627,494) (2,901,994)

0 0 0

＜3,627,494＞ ＜3,627,494＞ ＜2,901,994＞

(30,000) (30,000) (24,000)

0 0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜24,000＞

(90,000) (90,000) (72,000)

0 0 0

＜90,000＞ ＜90,000＞ ＜72,000＞

(25,000) (25,000) (20,000)

0 0 0

＜25,000＞ ＜25,000＞ ＜20,000＞

(12,000) (12,000) (9,600)

0 0 0

＜12,000＞ ＜12,000＞ ＜9,600＞

(10,000) (10,000) (8,750)

0 0 0

＜10,000＞ ＜10,000＞ ＜8,750＞

 災害公営住宅整備事業（明神前団地２）
 大船渡町明神

前
 市  市  直接 3/467   D  -       4  -     8   

 

 道路改良事業（小細浦地区）  末崎地区  市  市  直接 3/5

66   D  -       1  -   14    道路新設事業（浦浜仲地区）  越喜来地区  市  市  直接 3/5

65   D  -       1  -   13   

    8   

 道路新設事業（小河原地区）  末崎地区  市  市  直接 3/5

64   D  -       1  -   12    道路改良事業（田浜上地区）  綾里地区  市  市  直接 3/5

63   D  -       1  -   11  

      1  -     6   

 まちづくり連携道路整備事業
 （一）碁石海岸
線　末崎～碁

石
 県  県  直接 2/3

51  ★  F  -       2  -     1  -   1  市街地復興効果促進事業  大船渡市  市  市  直接 4/5

50   D  -       1  -

 まちづくり連携道路整備事業
 （一）崎浜港線

越喜来
 県  県  直接 2/3

49   D  -       1  -     7    まちづくり連携道路整備事業
 （主）大船渡広
田陸前高田線

船河原
 県  県  直接 2/3

48   D  -

【他事業へ流用】（令和２年1月10日）
流用先：◆D-4-1-1災害公営住宅駐車場整備事業
流用額：31,865千円（国費：H23繰越予算25,492千円）
流用後交付対象事業費：7,273,427千円（国費：5,818,738
千円）

【他事業へ流用】（令和２年1月10日）
流用先：D-5-1災害公営住宅低廉化事業
流用額：15,379千円（国費：H23繰越予算12,303千円）
流用後交付対象事業費：7,258,048千円（国費：5,806,435
千円）

【他事業へ流用】（令和２年5月19日）
流用先：◆Ｄ-17-2-5地ノ森（新田）地区内水排水対策事
業
流用額：21,000千円（国費：H23繰越予算16,800千円）
流用後交付対象事業費：7,237,048千円（国費：5,789,635
千円）



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

大船渡市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和2年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(20,000) (20,000) (17,500)

0 0 0

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜17,500＞

(15,000) (15,000) (13,125)

0 0 0

＜15,000＞ ＜15,000＞ ＜13,125＞

(20,000) (20,000) (17,500)

0 0 0

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜17,500＞

(20,000) (20,000) (17,500)

0 0 0

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜17,500＞

(29,800) (29,800) (26,075)

0 0 0

＜29,800＞ ＜29,800＞ ＜26,075＞

(27,363) (27,363) (20,522)

0 0 0

＜27,363＞ ＜27,363＞ ＜20,522＞

(255,360) (255,360) (223,440)

0 0 0

＜255,360＞ ＜255,360＞ ＜223,440＞

(101,369) (101,369) (88,697)

0 0 0

＜101,369＞ ＜101,369＞ ＜88,697＞

(50,205) (50,205) (43,929)

0 0 0

＜50,205＞ ＜50,205＞ ＜43,929＞

(48,840) (48,840) (42,735)

0 0 0

＜48,840＞ ＜48,840＞ ＜42,735＞

(1,500) (1,500) (1,200)

0 0 0

＜1,500＞ ＜1,500＞ ＜1,200＞

【他事業へ流用】（平成29年1月19日）
流用先：D-1-17道路新設・改良事業（中赤崎地区）
流用額：10千円（国費：H23繰越予算7千円）
流用後交付対象事業費：27,353千円（国費：20,515千円）

 防災集団移転促進事業（浦浜南地区）  越喜来地区  市  市  直接 3/4

80  ◆  D  -       4  -     4  -   3  住宅再建相談会  大船渡市内  県  県  直接 4/5

77   D  -     23  -   10   

 防災集団移転促進事業（港・岩崎地区）  綾里地区  市  市  直接 3/4

76   D  -     23  -     9    防災集団移転促進事業（浦浜東地区）  越喜来地区  市  市  直接 3/4

75   D  -     23  -     8   

 津波復興拠点整備計画作成事業  大船渡地区  市  市  直接 1/2

74   D  -     23  -     7    防災集団移転促進事業（小河原地区）  末崎地区  市  市  直接 3/4

73   D  -     15  -     1   

 災害公営住宅整備事業（宇津野沢団地）  盛町宇津野沢  市  市  直接 3/4

72   D  -       4  -   13    災害公営住宅改修事業  盛地区  市  市  直接 3/4

71   D  -       4  -   12   

 災害公営住宅整備事業（上山団地）  大船渡町上山  市  市  直接 3/4

70   D  -       4  -   11    災害公営住宅整備事業（平林団地）  末崎町平林  市  市  直接 3/4

69   D  -       4  -   10   

68   D  -       4  -     9    災害公営住宅整備事業（赤沢団地）  大船渡町赤沢  市  市  直接 3/4

【他事業へ流用】（平成29年10月11日）
流用先：Ｄ-1-17道路新設・改良事業（中赤崎地区）
流用額：3,570千円（国費：Ｈ23繰越予算3,123千円）
流用後交付対象事業費：46,728千円（国費：40,887千円）



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

大船渡市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和2年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(55,200) (55,200) (44,160)

0 0 0

＜55,200＞ ＜55,200＞ ＜44,160＞

(43,900) (43,900) (35,120)

0 0 0

＜43,900＞ ＜43,900＞ ＜35,120＞

(38,500) (38,500) (30,800)

0 0 0

＜38,500＞ ＜38,500＞ ＜30,800＞

(6,100) (6,100) (4,880)

0 0 0

＜6,100＞ ＜6,100＞ ＜4,880＞

(8,600) (8,600) (6,880)

0 0 0

＜8,600＞ ＜8,600＞ ＜6,880＞

(44,800) (44,800) (35,840)

0 0 0

＜44,800＞ ＜44,800＞ ＜35,840＞

(18,000) (18,000) (14,400)

0 0 0

＜18,000＞ ＜18,000＞ ＜14,400＞

(26,600) (26,600) (23,275)

0 0 0

＜26,600＞ ＜26,600＞ ＜23,275＞

(7,700) (7,700) (6,737)

0 0 0

＜7,700＞ ＜7,700＞ ＜6,737＞

(15,900) (15,900) (13,912)

0 0 0

＜15,900＞ ＜15,900＞ ＜13,912＞

(94,453) (94,453) (70,839)

0 0 0

＜94,453＞ ＜94,453＞ ＜70,839＞

【他事業より流用】（平成28年1月29日）
流用元：D-4-3災害公営住宅整備事業
流用額：〔H24〕89,429千円（国費：H23補正予算78,250千
円）【公営住宅建設費等】
流用後交付対象事業費：405,429千円（国費：354,749千
円

 津波復興拠点整備事業(大船渡地区)  大船渡地区  市  市  直接 1/298   D  -     15  -     2   

 災害公営住宅整備事業（中赤崎団地）  赤崎町  市  市  直接 3/4

95   D  -       4  -   16    災害公営住宅整備事業（崎浜団地）  三陸町越喜来  市  市  直接 3/4

94   D  -       4  -   15   

 道路新設事業（峰岸地区）  末崎地区  市  市  直接 3/5

93   D  -       4  -   14    災害公営住宅整備事業（泊里団地）  末崎町  市  市  直接 3/4

90   D  -       1  -   23   

 道路新設・改良事業（永浜地区）  赤崎地区  市  市  直接 3/5

89   D  -       1  -   22    道路改良事業（細浦地区）  末崎地区  市  市  直接 3/5

88   D  -       1  -   21   

 道路新設・改良事業（中赤崎地区）  赤崎地区  市  市  直接 3/5

85   D  -       1  -   18    道路新設・改良事業（蛸ノ浦地区）  赤崎地区  市  市  直接 3/5

84   D  -       1  -   17   

 道路新設事業（泊里地区）  末崎地区  市  市  直接 3/5

83   D  -       1  -   16    道路新設事業（梅神地区）  末崎地区  市  市  直接 3/5

82   D  -       1  -   15   



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

大船渡市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和2年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(354,300) (354,300) (265,725)

0 0 0

＜354,300＞ ＜354,300＞ ＜265,725＞

(129,465) (129,465) (113,281)

0 0 0

＜129,465＞ ＜129,465＞ ＜113,281＞

(63,018) (63,018) (55,140)

0 0 0

＜63,018＞ ＜63,018＞ ＜55,140＞

(13,260) (13,260) (11,602)

0 0 0

＜13,260＞ ＜13,260＞ ＜11,602＞

(14,086) (14,086) (12,325)

0 0 0

＜14,086＞ ＜14,086＞ ＜12,325＞

(68,860) (68,860) (60,252)

0 0 0

＜68,860＞ ＜68,860＞ ＜60,252＞

(20,100) (20,100) (17,587)

0 0 0

＜20,100＞ ＜20,100＞ ＜17,587＞

(17,618) (17,618) (15,415)

0 0 0

＜17,618＞ ＜17,618＞ ＜15,415＞

(12,280) (12,280) (10,745)

0 0 0

＜12,280＞ ＜12,280＞ ＜10,745＞

(100,000) (100,000) (82,500)

0 0 0

＜100,000＞ ＜100,000＞ ＜82,500＞

(12,617,431) (12,617,431) (10,496,897) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜12,617,431＞ ＜12,617,431＞ ＜10,496,897＞ ＜0＞ ＜0＞

 まちづくり連携道路整備事業

 (大船渡市)
(主)大船渡綾

里三陸線　　赤
崎

 県  県  直接 2/3124   D  -       1  -   25   

 防災集団移転促進事業（清水地区）  赤崎  市  市  直接 3/4

112   D  -     23  -   20    防災集団移転促進事業（蛸ノ浦地区）  赤崎  市  市  直接 3/4

111   D  -     23  -   19   

 防災集団移転促進事業（中赤崎地区）  赤崎  市  市  直接 3/4

110   D  -     23  -   18    防災集団移転促進事業（永浜地区）  赤崎  市  市  直接 3/4

109   D  -     23  -   17   

 防災集団移転促進事業（梅神地区）  末崎  市  市  直接 3/4

108   D  -     23  -   16    防災集団移転促進事業（佐野地区）  赤崎  市  市  直接 3/4

106   D  -     23  -   14   

 防災集団移転促進事業（峰岸地区）  末崎  市  市  直接 3/4

105   D  -     23  -   13    防災集団移転促進事業（神坂地区）  末崎  市  市  直接 3/4

103   D  -     23  -   11   

100   D  -     17  -     3   
 被災市街地復興土地区画整理事業(緊急防災空
地整備事業)

 大船渡地区  市  市  直接 1/2

合計額



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

大船渡市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和2年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

岩手県 担当者氏名

大船渡市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

都道県名 担当部局名



平成３２年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0) (0)

0 0

＜0＞ ＜0＞

(0) (0)

0 0

＜0＞ ＜0＞

(131,626) (131,626) (115,172)

0 0 0

＜131,626＞ ＜131,626＞ ＜115,172＞

(16,917) (16,917) (12,687)

0 0 0

＜16,917＞ ＜16,917＞ ＜12,687＞

(1,056,804) (1,056,804) (871,863)

0 0 0

＜1,056,804＞ ＜1,056,804＞ ＜871,863＞

(288,789) (288,789) (238,250)

0 0 0

＜288,789＞ ＜288,789＞ ＜238,250＞

2/3

50   D  -     1  -     8   

  まちづくり連携道路整備事業
 （主）大船渡広
田陸前高田線

船河原
 県  県  直接49   D  -     1  -     7  

  災害公営住宅家賃低廉化事業  大船渡市  県30   D  -     5

  東日本大震災特別家賃低減事業  大船渡市  県  県

 まちづくり連携道路整備事業
 （一）碁石海岸
線　末崎～碁

石
 県  県

（様式１－４）

大船渡市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和2年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 1/2

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 県  直接 3/4

31   D  -     6  -     2

    2  

    1    東日本大震災特別家賃低減事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・猪川・日頃
市・綾里・越喜

来

 市  市  直接 1/2

【他事業より流用】（令和2年1月10日）
流用元：Ｄ-1-22　道路改良事業（細浦地区）
流用額：34,087千円(国費：Ｈ26当初繰越予算25,565千
円)

流用後交付対象事業費：267,151千円(国費：200,359千
円)

【他事業より流用】（令和元年10月7日）
流用元：宮古市D-1-4まちづくり連携道路整備事業（石浜）
流用額：[H32]8,485千円（国費：7,000千円）
流用元：釜石市D-1-6まちづくり連携道路整備事業（室浜）
流用額：[H32]2,857千円（国費：2,357千円）
流用元：野田村D-1-8まちづくり連携道路整備事業（野田）
流用額：[H32]8,888千円（国費：7,332千円）
流用後交付対象事業費：3,516,020千円(国費：2,900,715千円)

 直接 2/3

10   D  -     5  -     1    災害公営住宅家賃低廉化事業

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・猪川・日頃
市・綾里・越喜

来

 市  市  直接 3/4

【他事業より流用】（令和2年1月10日）
流用元：Ｄ-23-1　防災集団移転促進事業（事業計画策定費）
流用額：245,447千円(国費：Ｈ23繰越予算214,767千円)
流用元：Ｄ-23-2　防災集団移転促進事業（小細浦地区）
流用額：5,052千円(国費：Ｈ23補正予算4,420千円)
流用元：Ｄ-23-3　防災集団移転促進事業（門之浜地区）
流用額：1,031千円(国費：Ｈ23補正予算902千円)
流用元：Ｄ-23-4　防災集団移転促進事業（田浜地区）
流用額：934千円(国費：Ｈ23補正予算817千円)
流用元：◆Ｄ-1-1-2　防災行政無線整備事業
流用額：3,558千円(国費：Ｈ23補正予算3,114千円)
流用元：Ｄ-23-6　防災集団移転促進事業（泊地区）
流用額：1,114千円(国費：Ｈ23補正予算974千円)
流用元：Ｄ-23-8　防災集団移転促進事業（港･岩崎地区）
流用額：6,304千円(国費：Ｈ23繰越予算5,516千円)
流用元：Ｄ-23-9　防災集団移転促進事業（浦浜東地区）
流用額：1,163千円(国費：Ｈ23繰越予算1,017千円)
流用元：★Ｆ-2-1-1市街地復興効果促進事業
流用額：14,061千円(国費：Ｈ23繰越予算12,303千円)
流用元：Ｄ-1-22　道路改良事業（細浦地区）
流用額：1,330千円(国費：Ｈ26当初繰越予算1,164千円)

計279,994千円（国費：244,994千円）
流用後交付対象事業費2,068,801千円（国費：1,810,197千円）

11   D  -     6  -



平成３２年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

（様式１－４）

大船渡市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和2年6月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

(1,128,000) (1,128,000) (930,600)

0 0 0

＜1,128,000＞ ＜1,128,000＞ ＜930,600＞

(0) (0)

0 0

＜0＞ ＜0＞

(43,080) (43,080) (35,900)

0 0 0

＜43,080＞ ＜43,080＞ ＜35,900＞

(525,000) (525,000) (420,000)

0 0 0

＜525,000＞ ＜525,000＞ ＜420,000＞

(3,190,216) (3,190,216) (2,624,472) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜3,190,216＞ ＜3,190,216＞ ＜2,624,472＞ ＜0＞ ＜0＞

岩手県 担当者氏名

大船渡市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

市町村名 電話番号

合計額

都道県名 担当部局名

 直接 2/3  災害公営住宅家賃低廉化事業【補助率変更分】  大船渡市  県  県

4/5  1  永浜・山口地区残土処分事業  大船渡市  県  県  直接170  ◆  D

169   D  -     5  -     4

  25  124   D  -     1  -

 -   23  -   17  -

 

165   D  -     5  -     3  

161  ◆  D

 県  直接 2/3  まちづくり連携道路整備事業

 (大船渡市)
(主)大船渡綾

里三陸線　　赤
崎

 県

 -   17  -     2  -   5  地ノ森（新田）地区内水排水対策事業  大船渡地区  市  市  直接 4/5

【他事業より流用】（令和２年5月19日）
流用元：★F-2-1-1市街地復興効果促進事業
流用額：21,000千円（国費：H23繰越予算16,800千円）
流用後交付対象事業費：423,858千円（国費：339,085千円）

  災害公営住宅家賃低廉化事業（補助率変更分）

 盛・大船渡・末
崎・赤崎・蛸ノ
浦・猪川・日頃
市・綾里・越喜

来

 市  市  直接 2/3

【他事業より流用】（令和2年1月10日）
流用元：Ｄ-1-22　道路改良事業（細浦地区）
流用額：99,692千円(国費：Ｈ26当初繰越予算83,076千円)
流用元：Ｄ-1-24　道路改良事業（野々田川口橋線）
流用額：83,549千円(国費：Ｈ27繰越予算69,624千円)

計183,241千円（国費：152,700千円）
流用後交付対象事業費：286,810千円(国費：239,007千円)


